
在宅療養・医療連携支援対策部会 災害対策に関する意見交換まとめ

・個別支援計画の作成率向上

災害時個別支援計画作成状況
（令和6年12月末現在）

区市町村が把握している
人工呼吸器使用者数（人）

個別支援計画作成数
（作成中を除く）（件）
（ ）内：作成率

難病患者 難病以外 難病患者 難病以外

特別区・
保健所設置市

509 542
460 491

(90.4%) (90.6%)

市町村
（除く保健所設置市）

211 128
157 87

(74.4%) (68.0%)

小計 720 670
617 578

(85.7%) (86.3%)

総計 1,390 1195(86.0%)

※記載の数値は、区市町村が把握している情報に基づくものであり、
すべての事例を網羅しているわけではありません。

【参考】年次推移

区市町村が把握している
人工呼吸器使用者数（人）

個別支援計画作成数
（作成中を除く）（件）
（ ）内：作成率

令和5年度 1,334 1,082(81.1%)

令和4年度 1,317 1,065(80.9%)

令和3年度 1,312 992(75.6%)

令和2年度 1,241 903(72.8%)

令和元年度 1,166 847(72.6%)

・難病セミナー等で実効性向上

【現状・成果】

国の研究班による調査では、都全体で
人工呼吸器装着者数2,620人

（R6年３月末時点）
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在宅療養・医療連携支援対策部会 災害対策に関する意見交換まとめ

・個別支援計画の内容にばらつきがあり、
実効性の確保が課題。

・重症度や在宅医療機器の種類に応じた支援が
必要。

・避難先（福祉避難所等）の備蓄や受入体制の
整備が不十分。

・災害時の安否確認や情報共有体制の強化が
求められる。

・地域BCP（事業継続計画）や多職種連携の強化
が重要。

・医薬品・医療機器の供給体制の確保と強化が
必要。

・実践的な訓練・シミュレーションの実施が
不可欠。

・実効性ある個別支援計画の標準化と訓練の推進。
・地域BCPや多職種連携の具体策の検討。
・ICT、DX活用による情報集約と災害時対応力の向上。
・避難所の備蓄、受入体制の改善。
・医薬品供給体制の強化。

・個別支援計画の標準化と避難訓練等実効性向上策。
・地域BCP、多職種連携の具体的な推進方法。
・ICT、DX活用による災害時情報集約、共有体制の
構築。

【主な課題・論点】 【委員からの主な意見・提案】

【本協議会での論点】
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